
 

 

＜要旨＞  
本研究では、介護現場の負担を軽減する解決策として、管理部門へのデジタル技術の投入による現場効率化に注目し

た。具体的には、介護職員のシフト表の自動作成である。現場にとって最適なシフトを自動的に作成することが出来れ

ば、現在は管理者の勘・コツ・経験（3K）に頼っているシフト作成作業の負担軽減のみならず、現場の効率化とともに

職員・利用者・利用者家族の満足度向上につながるのではないかと考え、実態調査（アンケート調査及びインタビュー

調査）と調査結果に基づくモデルの構築を試みた。 
 

１ 研究の概要（背景・目的等） 

介護人材の不足は深刻であり、人材不足は職場環境に悪

影響をもたらす。余裕をもったシフトが組めず職員 1 人あ

たりの業務負担が増えるほか、職員が急に出勤出来なくな

った場合に代わりの勤務者を充てられずに必要人数以下で

業務をこなさなければならない可能性も高くなる。また、

職員が不足した状態で利用者へのケアを優先的に行うと、

新しい職員への教育や職員間の情報共有に割ける時間が減

少し、ますます余裕のない職場環境になってしまう。職場

環境が悪化することで、心身共に負担が高まり、そのため

職員の職場や仕事に対する満足度は下がる。その結果とし

て、人材が不足している施設ほど職場環境を理由とする離

職が増加しやすく、人材不足の負のスパイラルに陥ってし

まう。さらに、深刻な人手不足は介護の質的低下、利用者

の満足度低下も招きかねない。これは介護事業者の業績悪

化につながる悪循環である。 

本研究では、介護現場の負担を軽減する解決策として、

管理部門へのデジタル技術の投入による現場効率化に注目

した。具体的には、介護職員のシフト表の自動作成である。

現場にとって最適なシフトを自動的に作成することが出来

れば、現在は管理者の勘・コツ・経験（3K）に頼っている

シフト作成作業の負担軽減のみならず、現場の効率化とと

もに職員・利用者・利用者家族の満足度向上につながるの

ではないかと考えた。 

IoTや AIなどのデジタル新技術を活用したシフト表自動

作成の最適化による職場環境の改善、離職率低下の好循環

を介護施設の人材不足解決策として提案し、最適化された

シフト表の自動作成の前提として有効な条件を探ることが

本研究の目的である。 

 

２ 研究の内容（方法・経過等） 

岩手県立大学には、介護現場に主眼をおいた研究を進め

ている社会福祉学部があり、企業経営の側面から介護事業

者を研究している総合政策学部があり、そしてデジタル技

術の利活用について企業活動の現場での実証研究の実績が

豊富なソフトウェア情報学部がある。本研究の実施にあた

っては、シーズを保有する 3 学部を持つ岩手県立大学がシ

ーズを提供し、地域介護を支える介護事業者（(社福)いつ

つ星会、㈱航和）にプロトタイプ開発に向けた概念実証の

実施協力者として協力していただくとともに、地域介護を

担う岩手県県北広域振興局二戸保健福祉環境センターが調

整を担う。それぞれ参画者が持つ強み（シーズ）を活かし

て、本研究に取組むことで実証研究がスムーズに実施され、

介護現場の実態に即したモデルの構築、そしてプロトタイ

プ開発と実証研究、さらに社会実装が進むと考えられる。 

 

図 1 本協働研究の実施体制（ステージⅠ（2020 年度）及

びステージⅠ（2021年度）） 
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した。その後インタビュー調査を実施し、評価の確認と評

価理由の詳細なデータ収集を行った。 

本研究（ステージⅠ）においては、介護現場の効率化と

働き方改革を実現するために、介護現場に対して実態調査

を行った。実態調査では、介護従事者・入所者・入所者の

家族の3者に対して、それぞれアンケート調査(定量的調査)

を実施するとともに、アンケート調査を補完する目的でそ

れぞれに対してインタビュー調査(定性的調査)を行った。

それにより、3 者の満足度の向上と生産性の向上(介護現場

の効率化）を達成するための要件定義の抽出を試みた。 
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３ これまで得られた研究の成果 

介護技術マニュアル通りの介護を好む介護職員・利用

者・利用者家族と、介護技術マニュアル以外の介護を好む

介護職員・利用者・利用者家族がそれぞれ一定数存在する

という仮説を立てたが、アンケート調査とインタビュー調

査に共通して仮説を支持出来る結果は得られなかった。仮

説を立証できなかった理由としては、介護事業者、特に同

族経営の社会福祉法人の経営者個人の経営に対する考え方

の差が大きいと考えられる。傾向としては、後から介護分

野に参入した介護事業者は作業マニュアルや生産性を重視

して、介護サービスを提供しているが、従来の第三セクタ

ー型の社会福祉法人の場合は介護サービスで奉仕の精神な

どを掲げる場合が多い。よって、介護技術（作業）マニュ

アル通りの介護を希望する利用者と利用者家族の担当に同

様の希望を持つ介護職員を多く配置することで三者の満足

度向上を目指す策は、実施が困難だといえる。介護職員は

介護技術（作業）マニュアルを基礎として大切にしており、

その応用として介護技術（作業）マニュアル以外の対応も

臨機応変に（柔軟に）使い分けているのである。 

表出感情と本心のギャップによるストレスについては、

アンケート調査とインタビュー調査で異なる結果が得られ

た。アンケート調査では50%以上の職員がストレスを感じる

と回答したのに対し、インタビュー調査ではストレスはな

いという結果が多数だった。ストレスを感じない理由につ

いては、介護のプロとして気持ちを切り替えて接している

ため等が多く挙げられている。つまり、介護のプロとして、

表情と本心が異なる状況下で、多くの介護従事者が勤務し

ているのである。介護従事者が、エッセンシャルワーカー

と呼ばれるゆえんである。 

上記の結果から、シフト表の自動作成のためのシステム

開発の要件定義としては、以下のようなことが要件定義と

して抽出できた。⑴介護作業者毎の介護技術（作業）マニ

ュアルを実施するデータ取得が必要であること、⑵表出表

情と本心にギャップがあるため、介護作業者毎と利用者毎

の感情（相性）について表情と表情以外の両面から満足度

に関するデータを取得する必要があること、⑶作業マニュ

アルを基礎としつつも、マニュアル以外の対応も柔軟に対

応していることから、作業のインプット（起点）とアウト

プット（終点）を計測するだけでは不十分で、柔軟に対応

していることを解析するために介護作業毎ではなく、作業

を細かく細分化したうえでデータを収集し、動作分析を行

う必要、つまり介護作業の工程分析を行い作業の工程毎の

データ取得を行う必要があること、が抽出できた。 

 

４ 今後の具体的な展開 

2020 年度に実施した地域協働研究（ステージⅠ）におい

ては、介護現場の効率化と働き方改革を実現するために、

介護現場に対して実態調査を行った。実態調査では、介護

従事者・入所者・入所者の家族の 3 者に対して、それぞれ

アンケート調査(定量的調査)を実施するとともに、アンケ

ート調査を補完する目的でそれぞれに対してインタビュー

調査(定性的調査)を行った。それにより、3者の満足度の向

上と生産性の向上(介護現場の効率化）を達成するための要

件定義の抽出を試みた。今後、要件定義を踏まえたモデル

構築と検証を行う必要がある。 

2021 年度の地域協働研究（ステージⅠ）では、1 年目に

2020 年の実態調査を踏まえて、介護事業者に適応するモデ

ルの構築と検証を行い、モデルの概念実証（PoC）を実施協

力事業者と共に行う。2年目には、プロトタイプ開発に向け

て要件定義の抽出を行うとともに、社会実装に向けたプロ

トタイプ開発を地域ベンダーと共に進めていく。 

 

５ その他（研究成果のまとめと成果の普及） 

【論文等】 

荒塚美貴（2021）「介護施設における三者の満足度向上とシ

フト作成の効率化―介護職員、利用者、利用者家族へ

の実態調査に基づく考察―」総合政策学部卒業論文 

近藤信一（2021）「地域介護事業者でのデジタル新技術を活

用した現場の効率化と働き方改革の実現―介護現場の

利害関係者 3 者への実態調査による要件定義の抽出と

モデル構築―」(一財)機械振興協会 経済研究所、小論

文No.17（2021年3月） 

【講演等】 

近藤信一・荒塚美貴（2020）「県大との地域協働研究の成果

報告」総合政策学部産業講演会「産業編：アフターコ

ロナを見据えた経営基盤強化へ戦略策定のヒントを探

る」（日時：2020年 12月 21日 13時 00分～17時 30

分、場所：岩手県立大学アイーナキャンパス学習室1） 

き方改革を実現するために、介護現場に対して実態調査を
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礎として大切にしており、その応用として介護技術（作業）
マニュアル以外の対応も臨機応変に（柔軟に）使い分けてい
るのである。
　表出感情と本心のギャップによるストレスについては、ア
ンケート調査とインタビュー調査で異なる結果が得られた。
アンケート調査では50% 以上の職員がストレスを感じると
回答したのに対し、インタビュー調査ではストレスはないと
いう結果が多数だった。ストレスを感じない理由については、
介護のプロとして気持ちを切り替えて接しているため等が多
く挙げられている。つまり、介護のプロとして、表情と本心
が異なる状況下で、多くの介護従事者が勤務しているのであ
る。介護従事者が、エッセンシャルワーカーと呼ばれるゆえ

んである。
　上記の結果から、シフト表の自動作成のためのシステム開
発の要件定義としては、以下のようなことが要件定義として
抽出できた。⑴介護作業者毎の介護技術（作業）マニュアル
を実施するデータ取得が必要であること、⑵表出表情と本心
にギャップがあるため、介護作業者毎と利用者毎の感情（相
性）について表情と表情以外の両面から満足度に関するデー
タを取得する必要があること、⑶作業マニュアルを基礎とし
つつも、マニュアル以外の対応も柔軟に対応していることか
ら、作業のインプット（起点）とアウトプット（終点）を計
測するだけでは不十分で、柔軟に対応していることを解析す
るために介護作業毎ではなく、作業を細かく細分化したうえ
でデータを収集し、動作分析を行う必要、つまり介護作業の
工程分析を行い作業の工程毎のデータ取得を行う必要がある
こと、が抽出できた。

４　今後の具体的な展開
　２０２０年度に実施した地域協働研究（ステージⅠ）におい
ては、介護現場の効率化と働き方改革を実現するために、介
護現場に対して実態調査を行った。実態調査では、介護従事
者・入所者・入所者の家族の３者に対して、それぞれアンケー
ト調査（定量的調査）を実施するとともに、アンケート調査
を補完する目的でそれぞれに対してインタビュー調査（定性
的調査）を行った。それにより、３者の満足度の向上と生産
性の向上（介護現場の効率化）を達成するための要件定義の
抽出を試みた。今後、要件定義を踏まえたモデル構築と検証
を行う必要がある。
　２０２１年度の地域協働研究（ステージⅠ）では、２０２０年の
実態調査を踏まえて、介護事業者に適応するモデルの構築と
検証を行い、モデルの概念実証（PoC）を実施協力事業者と
共に行う。その上で、プロトタイプ開発に向けて要件定義の
抽出を行うとともに、社会実装に向けたプロトタイプ開発を
地域ベンダーと共に進めていく。

５　その他（研究成果のまとめと成果の普及）
【論文等】
荒塚美貴（2021）「介護施設における三者の満足度向上とシ
　　フト作成の効率化―介護職員、利用者、利用者家族への
　　実態調査に基づく考察―」総合政策学部卒業論文
近藤信一（2021）「地域介護事業者でのデジタル新技術を活
　　用した現場の効率化と働き方改革の実現―介護現場の利
　　害関係者３者への実態調査による要件定義の抽出とモデ
　　ル構築―」（一財）機械振興協会 経済研究所、小論文
　　No.17（2021年３月）

【講演等】
近藤信一・荒塚美貴（2020）「県大との地域協働研究の成果
　　報告」総合政策学部産業講演会「産業編：アフターコロ
　　ナを見据えた経営基盤強化へ戦略策定のヒントを探る」
　　（日時：2020年12月21日　13時00 分〜 17時30分、　　
　　　　場所：岩手県立大学アイーナキャンパス学習室１）
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